
平成25年10月31日 平成25年度地域・職域連携推進事業関係者会議

青森県における
地域・職域連携推進事業の取組

～ 健康管理特別指導モデル事業場制度 ～

青森労働局 労働基準部
健康安全課長 片野圭介 1



• 青森県の平均寿命は、35年以上にわたり全国最下位。

• 青森県内の40市町村のうち、38市町村が平均寿命ワースト100
に入る等、全国でも有数の短命県。

青森県とは

2

出典「厚生労働省：㍻22年市区町村別生命表」

五 所 川 原 市
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悪性新生物

（がん）

心疾患

脳血管疾患

肺炎

不慮の事故

自殺

腎不全

肝疾患

糖尿病

老衰

• 青森県は、死因別死亡率で男女ともに全国総合ワースト１位。

• 特に男性は、日本人の三大死因と言われる「悪性新生物(がん)」、
「心疾患」、「脳血管疾患」以外にも、ほとんどの死因で47都道府県
のうち上位を独占しています。
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出典「厚生労働省：㍻22年 都道府県別年齢調整死亡率」

青森県の健康事情

「自殺」の死亡率も非

常に高く、青森県にお

ける健康事情は、心身

共に非常に深刻な状況

にあると思います。



 青森県は、「食塩消費量 全国２位」、「食用油消費量 全

国２位」、「カップめん消費量 全国１位」、「酒類購入金

額 全国３位」等という調査結果※１もあり、ガンや心疾

患、脳血管疾患等の危険因子となる塩分や油脂分、アル

コール分の過剰摂取の傾向がうかがえます。

 また、ガンや心疾患、脳血管疾患等の多くに共通する危険

因子である「喫煙」でも、青森県は「喫煙率 全国１位(男

性１位、女性２位)」※２という結果となっております。
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青森県における食生活等の生活習慣

※１、出典 「総 務 省 ： 平成20～22年平均 家計調査」
（各県の消費動向は、県庁所在地をベースとしているため、本件においても県庁所在地のデータを各都道府県のデータとして扱っています。）

※２、出典 「厚生労働省 ： 平成22年 国民生活基礎調査」
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定期健康診断結果有所見率の推移等

項目別有所見率
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• 日常生活面での
指導

• 健康管理に関す
る情報の提供

• 健康診断に基づ
く再検査、精密
検査の受診勧奨

• 治療の勧奨
• 深夜業従事者の

睡眠指導
• 食生活を重視し

た保健指導

定期健康診断
の実施

保健指導の
実施

通常勤務可能
(就労可能)

異常所見なし

医師の
意見聴取

異常所見あり

要就業制限 要休業

通常勤務

勤務の負荷軽減
措置の実施
(労働時間の短縮、時間外労働の
制限、労働負荷の制限、作業の転
換、就業場所の変更、深夜業の回
数の減少、昼間勤務への転換等)

療養休暇、休職
等の措置の実施

安全衛生委員会等で調査審議
労働者との面談

二次
健康診断

一定の項目で
異常所見あり

• 異常所見がある場合
• 特に健康の保持に努める

必要がある場合

作業環境の整備
(作業環境測定の実施、施設又は
設備の設置及び整備等)
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定期健康診断の実施及び事後措置等



労働者の健康確保対策では

① 多くの事業場において、定期健康診断を実施しているも

のの、労使双方の理解、スタッフ、費用の不足等の理由に

より、「事後措置」が十分に実施されていない。

② 定期健康診断で認められる異常所見の多くが生活習慣に

起因する項目であるから、青年・中年世代のうちから、

「保健指導」等で生活習慣改善を実施することが効果的。

しかし、①と同様の理由で、ほぼ実施されていない。

③ 予防的な対策がほとんど進んでおらず、過労死、過労自

殺等、問題が発覚してからの対処となるケースが多い。

過重労働防止対策・メンタルヘルス対策では
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青森県における職域(産業)保健の問題点



地域保健福祉 職域(産業)保健

概
要

保健所や市町村において、地域住民
を対象にし、地域保健法等に基づき、
衛生教育、健康相談、母子保健、老人
保健等を包括的に行う。

労働基準監督署において、事業者に
対し、労働安全衛生法に基づき、定期
健康診断や労働衛生管理等を指導する。

資
源

地域保健スタッフが保健師であり、
知識、経験、ノウハウ等の資源も豊富。

医療機関等との連携も十分。

知識、経験、ノウハウ不足。
地域産業保健センターも地域医師会

に委託して運営等、職域(産業)保健独自
のスタッフ等は皆無。

影
響
力

全世代に対する影響力がある。
ただし、昼間は働いている働く世代

への働きかけが困難。

事業者を通じた指導により、間接的
にも働く世代へ強い働きかけが可能。

ただし、ノウハウが不足。

健
康
診
断

市町村民健診等に公費負担もあるが
受診率は低調。

特定健康診査、特定保健指導の実施
率は著しく低調。

定期健診の受診率は８割超(10人以上
規模)。

業界団体等も事業者をサポート。
事後措置、保健指導の実施率は低い。

「働く世代」の健康確保
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地域保健福祉と職域(産業)保健の違い

共通する課題がある。それが……



働く世代への影響力

健康管理特別指導モデル事業場制度

職 域 ( 産 業 ) 保 健
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健康管理特別指導モデル事業場制度

職域(産業)保健が「働く世代へ働きかける機会」を作り、

地域保健が「豊富な知識等を活用した保健指導」を行う

知識・経験・資源が豊富

地 域 保 健 福 祉



初回面接

積極的支援
動機付け支援

制度説明会、事業主へ指示書の交付

初回面接

電話支援
禁煙(１か月後)

労働者のスクリーニング(プログラム分け)

初回面接 初回面接 初回面接

２回目面接及
び検査

２回目面接
１回目検査

３回目面接
２回目検査

禁煙サポート
脂質異常症

改善サポート
糖尿病

改善サポート
高血圧症

改善サポート

最終面接
４回目検査

最終面接
たばこ検査
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１か月

電話支援
禁煙(２か月後)

２回目面接
１回目検査

３回目面接
２回目検査

最終面接
４回目検査

４回目面接
３回目検査

候補事業場の調査及び事業主からの内諾 労 基 署
担 当

市

役

所

担

当
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(安衛大会)

支援レター
(３か月目)

支援レター
(５か月目)
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健康管理特別指導モデル事業場制度の流れ

健康増進事業

１か月

２か月

２か月

特定保健指導



② 指導対象とした労働者の年齢構成と有所見項目数
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① 対象労働者の指導前の有所見者数など

健康管理特別指導モデル事業場制度の事例１

異常所見項目数 20代 30代 40代 50代 60代 70代 計

0 1 1 2

1 ～ 2 3 3 3 1 9 1 20

3 ～ 4 1 2 2 5

5 ～ 0

計 4 3 4 3 12 1 27

喫煙者数
9/27人
(33.4%)

血中脂質 血圧 血糖 尿(糖) 心電図

受診者数 52 52 52 52 52

有所見者数(有所見率) 28(53.8%) 23(44.2%) 6(11.5%) 3(5.8%) 9(17.3%)

特定保健指導
(国保被保険者)

健康増進事業
(社保被保険者)

計
積極的支援

動機付け支援

禁煙

サポート

糖尿病

改善サポート

脂質異常症

改善サポート

高血圧症

改善サポート

対象者 6人 2人 5人 4人 6人 23人

終了者数 0人 1人 4人 4人 4人 13人

③ プログラム別の対象者数と終了者数



正常値
(5.1以下)

正常値
(120以下)

12

111 101 101 104
88

124
138

163

128

150 141

182

140

263 265
245

280

184

0

100

200

300

Ｈ23

定期健診

7/13 8/17 10/19 12/17

LDLの推移
E F G H

5.4

5.1 5.1

5.8

5.3

5.6

5.1

5.2

5.3

5.2

5.1

5.6

5.1 5.1

5.0

5.2

4.8

5.0

5.2

5.4

5.6

5.8

Ｈ23

定期健診

7/13 8/17 10/19 12/17

ＨｂＡ1ｃの推移
I J K L M

182

203

130

148

150

132 135134

148

119

100

150

200

Ｈ23

定期健診

7/13 8/17 10/19 12/17

最高血圧の推移
N O P Q

正常値
(129以下)

157

90 76
61 60

240

200

312

413

168

112 115

199

102
78 69

96

134

0

100

200

300

400

Ｈ23

定期健診

7/13 8/17 10/19 12/17

中性脂肪の推移
労働者A B C D

正常値
(149以下)

健康管理特別指導モデル事業場制度の事例２



• 保健指導によりデータが正常値になった者は、有所見者5/20名

• 禁煙指導を受けた１/２名が禁煙した。

• Ⅲ度高血圧(収縮期血圧180,拡張期血圧110以上)でありながら放置
している１名を受診につなげた。

• 食生活習慣の問題点が浮き彫りになった。(野菜ジュースの過剰摂
取、野菜不足、低タンパク質等)

• 20～50才の働き盛りの男性へのアプローチは、男性の早世予防とし
て重要であり今後も継続的な支援が必要と考えられる。
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健康管理特別指導モデル事業場制度の事例３

個人面談 禁煙指導



① 定期健康診断結果を「みなし受診」として活用でき、受診率向上につなが
る。(要個人情報提供の了承)

② 事業場単位に指定することで「特定保健指導」「健康増進事業」を、
一定人数をまとめて効率的に実施できる。
６か月間・５回にわたる効果的な保健指導等を展開できる。

③ 地域保健機関と職域保健機関において、それぞれ従来より実施している事
業の枠組みの中で行うため、新たな予算措置は不要である。
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健康管理特別指導モデル事業場制度のメリット

④ 事業場は、費用負担なく、保健指導や健康教育等
を受けられる。

⑤ 定期健康診断の有所見率の改善に、一定の効果が
認められる。

⑥ メンタルヘルス対策では、心身ともに健康管理の
重要性を周知・啓発できる機会が生まれる。



① 保健指導の部分は、五所川原市の「健康増進事業」を基本としているため、
対象者が五所川原市在住の労働者に限られる。（右下表参照）

② 市民健診時に併合して血液検査等を行うこととしたため、日時が指定され
る、会場が遠い、駐車場が足りない、待ち時間が長い等が発生したこと等
により、途中リタイヤが多くなってしまった。

対象労働者 ～39歳 40～74 75～

五
所
川
原
市

協会
けんぽ等 ○ ○ ○

国民
健康保険 ○ ◎ ○

他
の
市
町
村

協会
けんぽ等 × × ×
国民

健康保険 × × ×
○：健康保持増進事業 ◎特定保健指導
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健康管理特別指導モデル事業場制度のデメリット

③ 事業場の繁忙期と重なり、負担が大き
くなった。

④ 労働者個々人から、個人情報の提供に
関する同意を得る必要がある。

⑤ 保健指導に重点を置いたため、メンタ
ルヘルスに関する内容が希薄となった。
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「健康管理特別指導モデル事業場制度」は、五所川原労

働基準監督署の独自の取り組みである等、制度そのもの

に脆弱性を抱え、その他にもまだまだデメリットもある

ものの、それらを補って余りあるメリットがあること。

また、制度の脆弱性は、全県的、全国的で斉一的な枠

組とすることによって十分にカバー出来る等、発展性も

あり、今後の地域・職域連携において、一つのモデルと

なること。

ご清聴ありがとうございました。

おわりに


